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（１）〔 補助金額 〕                               （単位：円） 

人槽区分 

転換に要する費用（流入及び放流に係

る管きょ並びにますに係る費用を除

く）経費の額に10分の4を乗じて得た

額（千円未満切り捨て） 

転換に伴うみなし浄化槽 又はくみ

取り便槽の撤去に係る費用 

（千円未満切り捨て） 

転換（くみ取り便槽の廃止に伴うもの

を除く）に伴う浄化槽への流入管、住

居の敷地に隣接する側溝までの放流管

及びますの設置に要する費用（千円未

満切り捨て） 

   5人槽   384,000 

限度額 
 

     90,000 

   

 300,000  6～7人槽   462,000 

－ 8～10人槽   585,000 

－  
（２）〔 令和３年度の補助計画基数  〕                                          （単位：基） 

5人槽 7人槽 10人槽 11～20人槽 21～30人槽 31～50人槽 51人槽以上 合 計 
７ ３ ２     １２ 

                                                                              前年度実績基数（８基） 

（３）〔 補助対象地域 〕 

下水道法に基づき策定された事業計画に定められた予定処理区域以外の地域 

（４）〔 特定地域の有無 〕無 

（５）〔 補助対象条件 〕 

①専用住宅（主に居住の用に供する建物又は延べ床面積の2分の1以上を居住の用に供する建物）に居住
し、かつ当該専用住宅に現に住所を有する者 

②転換（設置する浄化槽の処理対象人員が10人以下である場合に限る）を行うもの 
※転換とはみなし浄化槽又はくみ取り便槽を廃止し、浄化槽を設置するもので、建築基準法（昭和25年
法律第201号）第6条第1項の規定による確認を伴わないものをいう 

（６）〔 欠格要件 〕 

    ①浄化槽法第5条第1項に基づく設置の届出の審査を受けずに、浄化槽を設置する者 

  ②専用住宅又は当該専用住宅に係る土地を借りている者で当該専用住宅を貸している者の承諾が得られ
ないもの 

  ③市税を滞納している者 
  ④刈谷市暴力団排除条例（平成24年条例第8号）第2条に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と

密接な関係を有する者 
（７）〔 補助金交付申請書に添付する書類 〕 

  ①法第5条第2項の期間を経過した浄化槽設置届出書の写し 

  ②設置場所の案内図及び配置図 

  ③転換に係る工事費用の見積書の写し 

  ④貸主の承諾書（専用住宅等を借りている場合に限る） 

  ⑤みなし浄化槽又はくみ取り便槽の状況が分かる写真 

  ⑥住民票の写し 
⑦市税の完納を証する納税証明書 

  ⑧その他市長が必要と認める書類 
（８）〔 実績報告書に添付する書類及び提出期限 〕 

 ・提出期限：当該年度の2月末日までに提出する 

  ①浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者との業務委託契約書の写し 

  ②浄化槽法定検査契約書及び浄化槽法定検査依頼書の写し 

  ③転換に要した費用の領収書の写し 

  ④浄化槽使用開始報告書又は浄化槽工事完了報告書の写し 
⑤みなし浄化槽又はくみ取り便槽の最終清掃実施記録の写し（転換に伴い撤去した場合に限る） 
⑥浄化槽廃止届書の写し（みなし浄化槽からの転換に限る） 
⑦施工後の写真 

  ⑧その他市長が必要と認める書類 
（９）〔 その他 〕 

   ①既設みなし浄化槽又はくみ取り便槽から浄化槽へ転換する場合、撤去費補助として、上限9万円の上乗
せ補助を行っている 

②既設みなし浄化槽の有効利用（雨水貯留槽など）に上限15万円の補助を行っている 
  ③みなし浄化槽からの転換に要する配管費用を30万円まで加算補助を行っている 
 


